










































































































































































































































































































































































































































































































































































































































個 人 研 究
し，乙銀行でも，代位弁済請求期間の2ヵ月から2年以
内においては，この間に弁済についての調整を行う場合
があるとされており，事実上の更生の余地のあることが
明らかにされている。これに対し，代位弁済後の取り立
てについては，そのような更生の余地は全くみられない
ようである。このように，代位弁済前と後との取り扱い
上の違いは，こげ付きの確定化の度合いにもよるという
側面もないではないだろうが，それよりも，大きな原因
は，住宅ローンの直接の貸付先としては．なるべく正常
な方法でのローン債権の回収を望み，担保権等の実行と
いう強行手段に訴えることをなるべく回避したいと考え
るのに対し，保証会社や保険会社の場合には自らが代位
弁済をした分については，経済的合理性の論理に従って
なるべく早く回収することを考えるのではないかと推測
され，このことの帰結ではないかと考えられる。そし
て，もしそうだとするならば，信用補完制度の利用の一
般化に伴うマイナス面が，借主に負わされることになり
かねないわけで，そこに新たな問題が生ずることになる
からである。それは，貸付機関と担保権者が同一人であ
った時点では，担保実行に至る前に，事実上の更生が可
能であったことから，遅滞後の更生制度の問題はそれほ
ど表面化することがなかったわけであるが，信用補完制
度が一般的に利用されるに至った結果として，代位弁済
前の更生の余地も少なくなったことは想嫁にかたくない
ところであるし，とくに，代位弁済請求後は，その余地
は全くなくなったという意味で，この問題は，とくに，
表面化してきた重要な問題であるといわねばならないの
である。この意味において，今後は，代位弁済後の更生
の余地をどのようにして認めていくかということが，重
要な課題になるのではないだろうか。
　4　住宅ロ・一一ソ債権流動化との関係
　住宅ロ・一一ン債権は，その長期性のゆえに，貸付資金が
固定化し，その原資調達の方法として，これを流動化す
ることは必然的要請といえよう。このため，債権流動化
制度として，抵当証券制度や住宅ロ・・一ン債権信託制度，
住宅抵当証書制度などが利用されている。しかし，この
ような債権流動化が活発に行なわれることになると，借
主は，当初，貸付債権者でない者から．住宅ローン債権
の取立・実行されることになり，その際には，投下資本
の回収という意味で，経済的合理性が優先することは想
像にかたくないところであり，更生の余地などは望みう
べきもないという問題が生じることになるであろう。反
対に，更生の余地を制度的に残した形では，その債権の
流動が防げられることになるであろうから，流動化を促
進するということは，借主の負担において行なわれざる
をえないということになりかねない。
　とくに，その流動化促進の一つの方法として，抵当証
券制度の活用が強調され．そのための制度改善も提案さ
れているわけであるが，そこにも，借主の更生との関係
においては，重要な問題の横たわっていることに留意し
なけれぽならない。抵当証券法30条によれば，巳むこと
を得ざる場合の競売申立期間の伸長は認められてはいる
ものの，原則としては，借主が元本の支払をしないとき
は弁済期より3ヵ月内に抵当権にもとつく競売の申立を
しなければならないとしているからである。この規定に
よるならば，原則的には，借主の更生などというもの
は，全く考慮されていないことは明らかである。
　このために，住宅ローン債権の流動化の必要性は認め
るにしても，そのことの結果として，借主の保護に逆行
することにならないよう配慮すべきであるξそして，も
し，流動化制度のなかで，それが実現できないとするの
であれば，流動化の問題とは切り離してでも，それをカ
バーするような制度を設けることを考えなければならな
いであろう。
　5　消費者更生制度の導入の必要性
　個人ないし企業体が経済的に破綻し債務の支払いが困
難な状態になったような場合には，その清算的処理とし
ての破産制度のほかに，再建的処理としての和議や会社
更生が設けられていて，更生の余地があるわけである。
しかし，これらの制度は，実際には，個人といっても事
業者である場合に活用されることを想定したものといえ
よう。住宅ローン借主である消費者が，そのローン返済
に困窮するような情況に立ちいった場合にまで，これら
の制度を活用して更生の余地を与えるよう申し出るとい
うことは，実際上，考えられていないことであろう。し
かし，住宅ローン借主の経済的破綻が破局的な場合はと
もかく．それが一時的な場合のときは．1年か2年かの
弁済の猶予を与えるとか，弁済額を減額するとかして，
その更生の余地を与えることは，会社や事業者の場合と
比較してみても必要ではないかと思われる。ましてや，
住宅金融の福祉金融あるいは政策金融性を強調するとき
は，その必要性はますます大きいのではないかと思われ
る。
　もっとも，今日でも，さきにみたように貸付金融機関
では，実際上，更生の余地を与えているようであるが，
しかし，それは，ある意味では恩恵的なものであるにす
ぎないわけで，借主側からの法律によって認められた更
生申立権として制度化するのでなければならないのであ
る。とくに，保証会社や保険会社の代位弁済後において
は，残額についての一括請求が行なわれるのが普通であ
るが，割賦払金の弁済さえできない借主が，残額の一括
請求に応じうるはずがなく，これほど過酷な処置はない
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わけで，結局は，担保権が実行され，住宅を失うに至ら
ざるをえないという情況を考えると，この時期，すなわ
ち代位弁済後における更生申立権の制度は早急に考えら
れなければならないのではなかろうか。そのような制度
として，何が適切であるかについては，具体的見解を持
ち合わせてはいないが，その一つとして，消費者和議の
制度が考えられるのではないだろうか。その際は，住宅
ローン債権に限らず，消費者P一ン債権についての弁済
遅滞に際しての更生制度として，消費者保護の見地から
一顧することが求められよう。
　なお．それとともに，更生のための資金融資制度も併
せて考えなけれぽならない。借主にとって，最も望まれ
るのは．住宅ローン返済のための資金を一時的に調達で
きるということであり，その可能性がなけれぽ更生の途
も困難であろう。そして，更生制度を考える上において
も，更生のために民間住宅金融機関の経済性を度外視
し，その犠牲において行なうことは無理であり，その実
現も不可能になろうから，返済資金融資制度はどうして
も必要になるわけである。もっとも，最近では，金融機
関では使用使途を限定しない消費者ローンも行なわれて
おり，これを利用する方法も考えられるが，その利用
は，それほど容易ではないのが実情のようである。この
ために，サラ金などを利用せざるをえないことになり，
その結果，ますます破局に近づきかねないのが実情であ
る。そこで，民間金融機関における返済金一時融資制度
も考えられないことではないが，このような危険性の大
きい融資が果して可能かどうかという問題が生じよう。
このためには，やはり，公的住宅金融機関によって，そ
れが実施されることが一番望ましいのではないかと思わ
れる。公的住宅金融機関の多くは，住宅取得にあたって
の資金融資を中心としているわけであるが，それととも
に，民間金融機関を利用して住宅を取得した者のその後
の経済的変化に伴って生じた一時的な返済の困難さを救
済し，取得した住宅を手放さずにすむような資金融資に
も，もっと積極的に目を向けていってはどうであろう
か。
　さらには，更生制度を安全なものにするために，更生
にもとつく返済を保証するための制度として，公的機関
による信用補完制度の活用が考えられる。現在，住宅金
融公庫では，昭和30年に制定された住宅融資保険法によ
って，民間の金融機関の住宅融資につき保険をしている
わけであるが，このような保険の制度を，更生後の返済
にも利用できるよう改正することが考えられるわけであ
る。
　む　す　び
　住宅ローン政策を考える場合，これまではややもする
と，いかにして，容易に，かつ好条件で住宅融資を行な
い，消費者の生活の基盤である住宅の取得を可能にする
かという観点からのみ問題にされてきたわけであるが，
ここでは，消費者が住宅融資をうけて取得した住宅を，
消費者にその後一時的な経済的変化が生じても，失うこ
とのないような措置をとるにはどうすればよいかという
観点に立ってみてきたわけである。そして，かかる観点
は，住宅金融の特質を適確に捉えていくならば，見落し
てはならない観点であったわけであるが，これまで余り
考慮されてこなかったようであり，そこに，住宅ローン
政策の大きな欠陥があったといえるのではないかと思わ
れる。
　そこで，このような視点に立ってみるとき，個別的に
は，いろいろな制度の検討が必要になることは，前に述
べたとおりであるが，そのなかでも，とくに重要な，か
つ基本的な問題は，更生制度の制度化の検討ではないか
と思われる。しかし，このような制度の導入は，現行法
制度上の更生制度にみられるような，債権者と債務者と
の関係のみを基調にしたものでは十分でないわけで，そ
こに公的機関が介入してはじめて十分なものになり，可
能となるように考えられる。そして，更生制度を考える
上において，公的機関の介入を考えることは，住宅金融
の特質からすれば当然に許されることであり，何ら問題
はないであろう。そして，このことによって，住宅ロー
ンの返済についての借主自己責任の原則を貫きながら
も，それを側面から補助するということで，住宅政策
も，ぎめ細かいものになるのではないだろうか。
　ところで，更生制度としてどのようなものを施策する
かは，今後の問題としてここでは留保したわけである
が，まず，その必要性につき，大方の賛同がえられれ
ば，本稿の第一の狙いが達成されたといえるわけであ
る。
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